
４　主要事業一覧

環　境　部

（千円）

１　地球温暖化対策事業費 51,912

環境政策課
 FAX 026-235-7491
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp [ 14,309 ]

２　県有施設太陽光発電導入 69,601
　　事業費

・ 太陽光パネル設置　３か所

環境政策課
 FAX 026-235-7491
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp [ 0 ]

３　公共施設省エネ・グリーン化 156,313
　　推進事業費

・ 県　　　　　障害者福祉センター
・ 市町村　　８市町村（補助率10/10）

環境政策課
  FAX　026-235-7491
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp [ 0 ]

事　業　名

５　　　小水力発電普及推進事業
　信州型の低炭素社会づくりを進めるため、本県が
有する豊富な水資源を活かし、再生可能エネルギー
である小水力発電の普及促進を図ります。

３　　　家庭の省エネ”見える化”事業
　家庭部門の温室効果ガスの削減を図るため、省エ
ネ知識に優れたアドバイザーによる、家庭の省エネ
指導・診断を実施します。

１　信州エコポイント事業
　家庭部門での温暖化対策を促進するため、県民の
省エネ・エコ活動や省エネ設備機器購入などの温暖
化防止行動に応じて特典が得られる信州エコポイン
ト事業を実施します。

事　　業　　内　　容
要　求　額

［平成2１年度予算額]

(別紙２）

２　ストップ温暖化！減ＣＯ２（げんこつ）アクション
　　キャンペーン事業
　県民・企業・団体等に対し、日常の生活や事業活
動において環境に配慮した行動を実践する運動「減
ＣＯ２アクション」を広く呼びかけ、県民の地球温暖化
防止活動の促進を図ります。

　県内への太陽光発電の普及・啓発を図り、低炭素
型社会づくりを推進するため、県有施設に太陽光発
電を導入します。

４　　　地域が考えるエコ通勤モデル事業
　マイカー通勤から環境にやさしい通勤方法への転
換を進めるため、モデル地域において課題解決に向
け具体的な実証実験と効果検証を実施します。

　その他、「県下一斉ノーマイカー通勤ウィーク事
業」、「地球温暖化防止活動実践普及事業」等の実
施により、県民・事業者・行政等の協働にもとづく地
球温暖化対策を推進します。

　県及び市町村が率先して温室効果ガスの排出削
減を進めるため、公共施設の省エネ対策設備整備
や太陽光発電の導入等を実施します。
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新



（千円）

事　業　名 事　　業　　内　　容
要　求　額

［平成2１年度予算額]

４　省エネ対策支援事業費 73,596

環境政策課
  FAX　026-235-7491
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp [ 360 ]

５　信州クールアース推進調査 9,422
　　研究事業

環境政策課
  FAX　026-235-7491
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp [ 0 ]

６　大気環境保全推進事業費 23,230

・ 大気汚染の常時監視
・

水大気環境課
 FAX 026-235-7366 [ 22,990 ]
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

７　河川・湖沼・地下水水質保 38,836
　全対策推進事業費

・

水大気環境課
 FAX 026-235-7366 [ 48,290 ]
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

８　合併処理浄化槽整備事業費 257,057

・ 事業主体 市町村
生活排水課 ・ 補助率 事業費の公費負担分の1/3以内
 FAX 026-235-7399 [ 199,000 ]
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

　地球温暖化による県民生活や県内産業に生じる影
響に対し適応策を講じられるよう、環境保全研究所
において、本県における温暖化の影響と今後の予測
に関する調査研究を実施するとともに、県民への情
報提供や普及啓発を行います。

　産業・業務部門の地球温暖化対策を推進するた
め、中小企業者等の行う省エネルギー対策に向けた
取組を支援します。
　・省エネ対策設備整備や太陽光発電の導入等に
　　対する補助
　・省エネ技術に優れたアドバイザーによる技術指
　　導の実施
　・信州省エネパトロール隊の活動支援

　大気汚染の状況を正確に把握することにより、大気
汚染物質による健康被害等を未然に防止します。

基準項目の追加等に対応するため、今後の大
気常時監視システムのあり方の検討

　河川・湖沼等の水質の汚濁状況を把握することに
より、人の健康等に及ぼす被害を未然に防止すると
ともに、水環境を保全するための施策を実施します。

主要河川・湖沼、河川上流域、水道水源ダム湖
及び地下水の水質常時監視

　河川等の水質汚濁を防止することを目的として、市
町村が実施する合併処理浄化槽整備事業に助成し
ます。
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（千円）

事　業　名 事　　業　　内　　容
要　求　額

［平成2１年度予算額]

公共事業費
９　公共事業費 4,327,225

生活排水課
 FAX 026-235-7399 [ 4,458,698 ]
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

県単独事業費
10　県単独事業費 37,100

生活排水課
 FAX 026-235-7399 [ 39,100 ]
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

11　生物多様性確保対策事業 3,768
　費

自然保護課
 FAX 026-235-7498 [ 0 ]
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

12　希少野生動植物保護対策 2,607
　事業費

・ 保護回復事業計画の策定
自然保護課 ・ 希少野生動植物保護監視員の委嘱
 FAX 026-235-7498 [ 841 ] ・ レッドリスト改訂事業
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

13　自然公園施設等整備事業 25,166
　費

自然保護課
 FAX 026-235-7498 [ 10,421 ]
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

区　　　分 予　　算　　額
下　　水　　道 4,255,000千円
農業集落排水 72,225千円

計 4,327,225千円

区　　　分 予　　算　　額
下　　水　　道 37,100千円

計 37,100千円

１　生物多様性地域戦略策定事業
　本県の生物多様性の保全を図るため、基本となる
「長野県生物多様性地域戦略」を策定します。

２　ＣＯＰ１０参加・支援事業
　平成２２年１０月に名古屋市で開催される「生物多
様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）」に参加・支
援し、本県の自然環境や生物多様性を広く国内外に
アピールします。

３　ライチョウ保護ネットワーク事業
　減少傾向にある本県の県鳥であるライチョウの保護
を図るため、隣県とのネットワークを構築し、連携して
対策を推進します。

　希少野生動植物保護条例に基づく保護回復事業
計画の策定を進め、市町村、ＮＰＯ、民間団体等の
幅広い連携により、実効性のある保護対策に取り組
みます。

　自然公園等における自然環境の保全と安全で快
適な利用を図るため、老朽化した橋梁や歩道などの
県有施設の改修・補修等を行います。
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（千円）

事　業　名 事　　業　　内　　容
要　求　額

［平成2１年度予算額]

14　資源循環システム構築事業 1,815
　費

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 [ 1,678 ]
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

15　長野県廃棄物処理計画 2,486
　　（第三期）策定事業費

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 [ 0 ]
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

16　地域と協働の環境づくり事 3,000
　業費

・ 事業主体　　市町村
廃棄物監視指導課 ・ 補助率　 　　1/2以内
 FAX 026-235-7259 [ 0 ]
 E-mail kanshi@pref.nagano.jp

17　信州環境フェア負担金 1,800

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [ 1,800 ]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

　持続可能な社会の実現に向けて、県民・事業者・Ｎ
ＰＯ・行政が相互の理解と協力のもと、環境に配慮し
たライフスタイルを確立する契機とするため、経済団
体等とともに実行委員会を組織し、信州環境フェアを
開催します。

　地域の自然的・文化的な景観を阻害する放置廃棄
物を地域住民と県及び市町村の連携により撤去する
ことによって、地域の環境保全の取組を推進します。

２　産業廃棄物３Ｒサポート事業
　産業廃棄物の発生抑制、資源化及び適正処理を
推進するため、廃棄物の発生抑制等の事例や技術
を普及するとともに、減量化に取り組む事業者を支援
します。

３　信州リサイクル製品認定事業
　県内で発生した循環資源を利用して製造されたリ
サイクル製品を認定するとともに、認定製品の率先利
用の推進及び県民・事業者への普及啓発を行いま
す。

４　「レジ袋削減県民スクラム運動」推進事業
　排出抑制に向けた意識啓発を図るため、事業者と
消費者団体及び県の３者が締結したレジ袋削減のた
めの協定に基づき、発生抑制への取組を推進しま
す。

　廃棄物処理法に基づき、廃棄物の減量化・資源化
及び適正な処理に関する法定計画である「長野県廃
棄物処理計画（第三期）」を策定します。

１　食品残さの発生抑制推進事業
　食品残さの発生抑制を図るため、平成２１年度に諏
訪市をモデル地域として実施している食事提供事業
者（外食産業者や宿泊業者）、消費者（食事利用
者）、行政が一体となった「食べ残しを減らす」取組等
を全県に拡大します。
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